
■「地域」に対する市民意識
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〇あなたがくらす地域と言われたときに思い浮かべる範囲（神戸市）

「地域」として思い浮かべる範囲として、
「区」の回答割合が最も多く、その次に
「町内会・自治会の範囲」が多かった。

年齢別に見ると、若い世代ほど「区」を
思い浮かべるという回答が多く、年齢が
上がるにつれて町内会・自治会の範囲と
回答する割合が高くなっている。

小学校区を思い浮かべる割合は30〜40代
の子育て世代に多い。
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災害時等いざというときにお互いを支え
合える関係性が築けていないことに対し
ては、神戸市内の概ねすべての年代で
５割以上が問題があると回答している

（出典）神戸市「神戸市 市民福祉に関する行動・意識調査」（2020年） 3
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①災害時
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〇災害時に備えた地域の取り組み事例１

【防災福祉コミュニティの取組み】

5

地域の自治会や婦人会、老人クラブ、民生児童委員、青少協、PTA、消防団、地域の事業所などで組織され、
地域の防災活動や福祉活動の連携を通じて、ご近所での助け合いの精神や顔の見える関係を醸成し、
いざという時にも活動できる組織作りを目指す。
2023年度現在、192団体（概ね小学校区に１つ）が活動。

平常時
・各種防災訓練
・要援護者の見守り活動ご近所同士で顔の見える関係の構築
・防災講演会の開催、防災知識の普及啓発
・まち歩きなどによる危険箇所の把握

災害時 ・消火や救助などの初期対応
・避難所の解錠や物資の搬出等（一部地域）

・活動例

4



・活動団体ヒアリングー高羽防災福祉協議会（灘区）

6

〇主なメンバー
・構成員約70名、コアメンバー約30名
・構成員は自治会やその知り合いの方が多い。働く若い世代も参加しているが、常時の活動は70〜75歳のメン

バーが中心となって行っている。

〇活動内容
・防災訓練を毎年実施。コロナ前は600〜700名が参加。現在は保育園、幼稚園、小学校、中学校それぞれでの

分散訓練としている。 JICAと協力し、外国人が参加する防災訓練も実施。
・独自に要援護者名簿を作成し、災害時に地域で安否確認や避難誘導等を行う「絆プロジェクト」を実施。

地域誌や敬老式で、災害時に支援が必要と思われる方を対象に登録を案内しており、現在の登録者は約200名。
・最近では、子どもたちにも防災意識を持ってもらうため、防災ジュニアの取組を開始。災害時、子どもたち

が主体的に水や食料を運ぶ等のサポートができるよう、防災減災についての知識を継承している。

〇課題
・広い地域一帯を把握して取り仕切っていくには限界があるので、小さいブロックに分けて、各エリアで普段

からの助け合いの関係を作っていくことが地域防災・地域福祉において有効であると考えている。
・構成員の高齢化が進んでいるが、高齢者の方にこそ身体や頭を動かして元気に活動してもらっている。
・若い世代も巻き込み、メンバーがうまく循環していくことが理想。若い世代に対しては、年1回の大掃除や

年末特別警戒等、「それぐらいなら手伝おう」と思える事に参加をお願いし、まずは近隣住民と顔見知りに
なってもらうところから始めている。

・普段の生活の中で顔を合わせる機会を多く作ることで、地域住民みんなで活動を頑張っていきたい。
5



〇災害時に備えた地域の取り組み事例２

「神戸市における災害時の要援護者への支援に関する条例」に基づき、地域で要援護者支援の取組みを検討し
ている団体（支援団体）が要援護者に関する情報を希望する場合、個人情報の取扱いに関する協定書を締結し、
支援団体に要援護者台帳を提供。

平常時 日常での声かけ、防災訓練・避難訓練の実施、
要援護者の方の所在の把握、要援護者の方の支援計画の策定など

災害時 安否確認、避難誘導、避難所・福祉避難所での避難生活の支援など

【災害時要援護者支援の取組み】

・要援護者支援団体の活動例

・要援護者支援団体の要件
要援護者の支援をしようとする防災福祉コミュニティ、ふれあいのまちづくり
協議会、自治会、地区民生委員・児童委員協議会、消防団、地域自立支援協議
会その他の団体であって市長が認めるもの。

76



・活動団体ヒアリングー東白川台防災委員会（須磨区）

〇活動の経緯
・東日本大震災を契機として近隣での助け合いの大切さを感じ、中心メンバーが準備会を立ち上げ。2年の検討

期間を経て2016年4月の東白川台自治会総会で承認を受けて発足した。
・自治会内にも防火防犯防災部はあるが、役員が毎年交代するため、継続性かつ専門性を持つ委員会とした。

〇主なメンバー
・防災委員会の構成は、委員が20名でボランティアが40名。発足時には老人クラブなどへの声かけを行った。
・なお、要援護者台帳には80人が登録されている（支援を希望して団体への情報提供を希望した人）。

〇活動内容
・災害時臨時給水栓運用訓練や、災害時要援護者避難訓練を毎年継続実施。

また、要援護者支援編成表に沿って、要援護者台帳に掲載されている方の
現状を把握するための訪問等も実施している。

・小学校区としては若草小学校区防災福祉コミュニティー（防コミ）である
が、範囲が広く、避難場所も地域により異なるため、要援護者支援活動は
東白川台自治会単位で取り組むのが有効かつ価値があると考えている。

〇課題
・防災ボランティアの数が高齢化等で減少傾向であるため、地域内の住民へ特に若手の参加を呼びかけている。
・活動継続のために兵庫県の補助金制度を活用しているが、ボランティア研修や住民への防災啓蒙などについ

て、市・区から具体的な支援制度があれば力強い。

避難訓練の様子（毛布タンカ・実技）
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・世帯構成別回答割合

単身世帯ほど、不安あり
の回答割合が多い。

（出典）神戸市「神戸市 市民福祉に関する行動・意識調査」（2020年）

〇買い物やゴミ出し、電球の交換など、普段の生活におけるちょっとした用事や困り事を解決できないことが
不安かどうか（神戸市）
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■地域住民間の関係性が求められる場面
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・年代別割合

70代から年齢を重ねるほ
ど、不安ありの回答割合
が多い。
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■地域住民間の関係性が求められる場面

〇地域交通における協働の取り組み事例
人口減少や高齢化により、地域によっては交通事業者が事業性を確保しながら公共交通を担うことが難しく
なっていることから、神戸市では地域交通課題の解消に向けて様々な支援制度を設け、地域の実情に応じた多
様な地域交通ネットワークの形成に取り組んでいる。

・地域コミュニティ交通導入事業
既存の交通サービスが行き届きにくい地域において、
地域・運行事業者・神戸市が互いに連携し、協力しながら
運行する新たな地域コミュニティ交通の導入を目指す取り組み

・地域交通改善事業
路線バス等の運行と地域の移動ニーズにギャップが生じて
いる地域において、既存の地域交通の改善を目指す取り組み

・地域交通維持事業
運行継続が困難な路線バスの維持や、代替手段によって
地域交通の維持を目指す取り組み

③地域課題解決に向けた取組み

10
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地域コミュニティ交通立ち上げまでの流れ

項目 地域
運行

事業者
神戸市

住民への説明会 ●

課題意識の共有と検討エリアの設定 ●

意思決定 ●

検討組織の立ち上げ ●

アンケート調査の実施 ● ●

課題と目的の明確化 ● ●

「乗って支える目標」と適正な運行形態の検討 ● ●

運行事業者の選定 ●

運行内容の検討 ● ● ●

「乗って支える目標」の設定と共有 ● ● ●

準備 ● ●

事業計画の策定と覚書の締結 ● ● ●

試験運行の実施（2回） ● ● ●

支援開始
まで

需要調査

運行計画
の検討

試験運行

11



地域コミュニティ交通の導入に向けた取り組みは
一定の支持を得ないと利用者の確保につながらな
いため、検討組織の立ち上げについて、「組織体
制・活動内容が地区の住民の半数以上の賛同を得
ていること」と認定要件を定めている。

地域団体主導であることが前提（個人主導だと本
当に住民の賛同を得ているのか確証がないため）。

アンケート調査や広報活動も地域主導を想定して
いるため、ある程度の大きさの地域団体（自治会
など）が主導することが望ましい。

現状、自治会が全く関与せずにコミュニティ交通
を立ち上げた例はない。

市内の取組地域（2023年度現在）地域の役割（ヒアリング：都市局交通政策課）

1312



14

■地域住民間の関係性が求められる場面

〇地域住民による地域課題共有の事例ー本三プラザ（東灘区本山第三小学校区）
④地域課題の共有と新たな活動へのきっかけづくり

活動の経緯
・保健・医療・福祉の専門機関・団体や行政機関、ボランティア団体などからなる「東灘区地域ケアネットワーク会

議」において、阪神・淡路大震災の経験を踏まえ、小地域でのケアネットワークの必要性が打ち出されたことが
きっかけ。1997年6月 東灘区社会福祉協議会が主体となり、小学校区域における住民組織、保健・医療・福祉の専
門機関・団体、ボランティア等のネットワーク化を図る「東灘プラザ」を設立。

・2023年度現在、4プラザ（魚崎、渦が森、浜御影、本三）が定例会議を開催。

参加団体
・婦人会、自治会、ふれあいのまちづくり協議会、青少年育成協議会、小学校、 PTA、児童館、幼児施設、民児協、

あんしんすこやかセンター、病院・グループホーム、財産区、区地域協働課 など

活動内容
・本山東地域福祉センターを拠点に定例会を開催（概ね年6回）。
・各団体の活動報告や情報交換・意見交換を行うことで、地域のニーズや福祉活動の実情等をスムーズに把握でき、

地域課題の発見・共有や解決に向けたアクションにつながっている。
・イベント実施時の協力依頼がスムーズになったり、先日は公園のブロック塀が崩れそうになっていることがPTAか

らプラザで共有され、プラザから行政へ連絡したことですぐに対処できた。
・コロナ禍で学校から地域への案内等が減り、見守りボランティアに子どもの登校状況が伝わっていなかった

が、コロナ後、プラザ再開以降は、学校・児童館も積極的に会議に参加し、情報共有が密になった。
・また、これまでつながりが希薄だった隣り合う二つの地域が連携し、協力し合う雰囲気や活気が生まれている。 13
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■その他、多様な場づくりによる住民交流の促進
〇カフェを拠点とした交流促進：sla cafe（スラカフェ）①（北区北鈴蘭台）

きたすずランド株式会社 藤井和博さん

概要
・みんなの「やってみたい」が実現できるように、最

初の一歩ではなく、まずは半歩を踏み出す場所とし
て、通常のカフェ利用に加えて地域住民による手仕
事販売スペースやレンタルスペースを設けている。
店独自での企画やお客さんの考えたイベントやワー
クショップなども開催。

・また、近隣公園での交流イベント開催にも取り組ん
でいる。

目的
・神戸市北区で生まれ育ったオーナーが、子どもの頃

にあった北鈴蘭台周辺の賑やかさをもう一度取り戻
したいとオープン。やりたいことや目的が定まって
いなくても、カフェを利用して生まれる何気ない出
会いによって何をはじめるきっかけになることが
理想。

活動を通じて生まれるつながり
・北鈴蘭台周辺では住民が新しい層と古い層の両極端

でつながりが希薄になっていると感じていた。
・現在、利用者の約8割が地域住民による利用。カ

フェや手仕事販売スペース利用、各種ワークショッ
プ等を通じて地域で何かしたい人同士の交流が生ま
れている。
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公園を活用したイベント
・清掃も含めた公園でのイベント（祭り、運動会、

花火大会など）を定期的に開催。
・基本は地域ボランティアで運営。ふれまち協や学

校等にも協力依頼し、毎回200〜300人が参加。
・近隣に住む出店者同士の交流が自然と生まれたり、

地域住民が顔見知りになるきっかけになっている。
・こういった地域活性化につながる取組みの初めの

1歩に使いやすい補助制度があればいい。そして
若い世代には有償ボランティアが基本。

交流イベント「しゃべり場、ニュー・キタスズ」
・まちについて話し合う場が行政と地域団体役員のク

ローズドな場になっていると感じており、北鈴蘭台周
辺の再整備に関連して、今後の工事がどうなっていく
のか、どんなまちにしていきたいか等、フリーテーマ
で自由に話せるオープン&ライトな会議をスラカフェを
拠点に月1回開催。

・地域住民、北鈴蘭台に興味のある人、楽しい事をやり
たい人など、誰でも気軽に参加できる。

・高齢者と現役世代の考え方や温度差に違いがある中で、
誰もが対等にフラットに議論できる場となっている。 地域団体との関わり

・コロナ禍で休止していた地元の夏祭りを復活させ
てほしいという声が多かったが、主催していた地
域団体の体力面、経費面の問題で再開が困難に。

・そこで持続可能な夏祭りをしようと、藤井さんを
中心に有志で屋台販売価格の見直し、やぐらをな
くす、地域の有志（地域団体ではなく個人事業主
やスラカフェでつながった個人）による出店など
により取組み、「北鈴夏祭りver.1.5」を開催。

・1団体が無理に全部をする必要はなく、何かやり
たい人はいるので、プロジェクト単位で集まるの
がいいのではないか。

〇カフェを拠点とした交流促進：sla cafe（スラカフェ）②

15



〇空き家を拠点とした交流事例：梅村（バイソン）（兵庫区梅元町）

活動を通じて生まれるつながり
・茶室で開かれるお茶会やワークショップに近所の子

どもたちが集まったり、小さな畑を貸し出し、近隣
住民が自由に作業をしている。

・アトリエやギャラリーには、何か新しいことをした
いという思いを持った人が訪れ、その界隈における
つながりがバイソンを拠点に広がっている。

地域団体や地域住民との関係性
・梅元町は昔からアーティストや作家が多かったとい

うこともあり、自治会長や近隣住民に好意的に受け
入れてもらい、気にかけてくれている。

・新しい活動を排除せずに見守ってくれている。

合同会社廃屋 組長 西村周治さん

概要
・10軒ほどの廃屋を改修し、ギャラリー、アトリエ、

茶室、店舗、住居などの共有エリアからなる複合村
「梅村（バイソン）」を作る。ここで過ごすことが
心地よいという状況が生まれること、年齢も考え方
もばらばらな雑多な人が集まり排他的にならない環
境を作ることを目的とする。
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〇多様な住民の交流拠点：まちcaféなごみ①（西宮市東鳴尾町）

18

NPO法人なごみ 事務局長 田村 幸大さん
概要
・地域の拠点として様々な人が集まり、つながる場所を

めざし、事務局長の田村氏を中心とする地域住民の有
志で構成する「鳴尾東ふれあいまちづくりの会」から
発展してできた「NPO法人なごみ」が運営する共生型
地域交流拠点。

・だれでも利用できるカフェであり、また交流スペース
として毎週月〜土曜日までオープン。

・地域食堂やマルシェの他、不登校支援やまちのよろず
屋、まちのがっこう事業にも取り組んでいる。

目的
・最初は社会教育の普及をめざし、地域に多世代交流を

目的とした子どもたちの「つどい場」をつくろうとし
た。当時の自治会長からは地域に新規事業を応援する
エネルギーがない（現在の活動で手一杯）とのことで
良い返事をもらえなかったが、個人としては応援して
いただき、活動が発足。

・地域行事にも参加するうちに、社会教育を発展させる
ためには、まずコミュニティ自体を強くすることが大
切だと思い、現在も活動を発展させている。

拠点を通じて生まれるつながり
・最初は子ども向けの事業の関係で青少年愛護協会、

子ども会とつながって、そこから自治会長を紹介し
てもらった。

・中学校区くらいの範囲の方が利用しており、そのほ
とんどが徒歩圏内の方。常連の方もいる。

・地域の方がパートをしていたり、地域住民同士が日
常の困りごとをワンコインで手伝う「まちのよろず
屋」では年間1500件程度成立案件があったりと、
様々なつながりが生まれている。 17



〇多様な住民の交流拠点：まちcaféなごみ②

19

地域との役割分担
・開設当時、地域には高齢者向けの活動はある一方、

若い人のニーズが満たされていないのではないかと
感じるところがあった。そこで大学生と連携して、
一年間をかけて地域資源や課題の調査を住民と一緒
に実施。

・結果の分析や課題の整理をする中で、この課題は自
治会が取り組んでいる、この課題は地区社協が取り
組んでいる、この課題には誰も取り組んでいない、
という現状が明らかになり、「現在地域で誰も取り
組めていない課題」や不足している活動を、NPO法
人なごみとして取り組むことにした。

自治会等地域団体の活動について
・時間はかかると思うが、自治会が担ってきたものの

一部を分担していくことや、自治会自体が変化して
いくことをこれから進めていくと、うまく次の世代
につながるのではないか。

・自治会活動が若い人には見えていないため、様々な
活動を通じて接点をつくることが大切だと思う。

活動の立ち上げ・継続に必要な行政の役割
・立ち上げた当時から、拠点での出来事を西宮市にも毎

月報告していたところ、障害福祉課・高齢福祉課の職
員が実行委員会に参加するようになった。関連する
様々な部署の職員とつながりを持てたことは、活動を
進めるにあたってよかった。

・西宮市ではこういった地域共生型の「つどい場」運営
に対して人件費も含む補助制度を設けている。人件費
を含む補助制度があることで、立ち上げ期にしっかり
と事業準備に集中する人を創ることが可能。

・若い世代は継続・役割・同じ仕事は嫌がるけれど、ま
ちが良くなることに対する思いはあり、自分が関われ
ることならやりたいという意識は持っている。

・地域でなにかやってみたい人が気軽に相談できる、
「組織を設立することにこだわらず」「営利・非営利
を問わず」「幅広い活動を対象とする」中間支援的な
窓口があればいいと考えており、西宮市でも取り組み
を進めている。
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〇薬局の隣にコミュニティスペースを立ち上げた事例：まごころ茶屋
活動を通じて生まれるつながり
・現在、30〜70代の幅広い年代のボランティアで店番

を回している。
・喫茶を利用する人との会話が自然と生まれ、顔見知り

になったり、大勢の子どもが駄菓子を買いに来るため、
高齢者と子どものコミュニケーションの場になってい
る。

・店番さんの交流会を月１回実施
・まごころサポート（尼崎市訪問型支え合い活動の一環）

として、身近な地域の中で日常生活の困りごとを抱え
た高齢者等に対して、ごみ捨て・買物などの “ちょっと
した手助け”を行う活動を実施。

まごころ薬局代表 福田 惇さん
概要
・「やってみたい」を叶える場所として、薬局の隣

に作られたコミュニティスペース（薬局を営む会
社の直営）。

・薬局を利用する高齢者のほか、近隣に住む子ども
から大人まで、みんなの憩いの場になっており、
健康に関する講座やイベントも開催。

目的
・薬剤師として患者と触れ合う中で、生きがいを

持って日々楽しんで生活している人は健康的であ
ると感じ、友達と話したり、自分のやりたいこと
や役割を見つけて元気になってもらうきっかけの
場所としてオープンさせた。

（尼崎市武庫之荘）

地域団体や地域住民
との関係性
・「やってみたい」

地域住民が主体と
なり、ゆるやかに
運営されている。
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「地域への愛着」に関する市民意識

42

■調査概要
これまでの委員会における議論を踏まえ、地域活動への関心やモチベーションにつながる一つの要素が「地

域への愛着」ではないかという仮説の実証及び、「地域活動につながる地域への愛着」が育まれる要因を探る
ため、アンケート調査を実施した。

■調査対象
令和6年2〜3月に開催された、地域活動に参画している、はじめたい、又は興味のある人材を対象とする
下記イベントの参加者

イベント名 開催日時 主催 回答数（参加者数）

地域課題に取り組むNPO等補助金
採択団体交流会 2月8日 地域協働局地域活性課 46（46 ※団体数）

なだ大交流会 3月2日 灘区地域協働課 98（109）
ナガタお好み焼きセッション３ 3月2日 長田区地域協働課 83（100 ※概数）
ATSUMARU（アツマル） 3月9日 須磨区地域協働課 36（79）

計 263（334）
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⑤地域のまつりやイベントを見に行ったこと
がある

⑥地域活動・ボランティアに参加したことが
ある

⑦地域が取り組んでいる活動について知る機
会があった

⑧公園や集会所などよく利用する公共施設が
ある

⑨好きな店舗や場所がある

⑩その他
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①自分の興味のある活動を広めたい

②人とのつながりをつくりたい

③活動場所として想定している地域への愛
着がある

④活動地域をより良くしたい

⑤人の役に立ちたい

⑥子どもの頃、住んでいた地域の人にお世
話になった記憶がある

⑦その他
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「地域への愛着」に関する市民意識
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■調査項目
設問１｜地域貢献やまちづくりに関する活動をしている、

または興味を持った理由（複数選択）
設問２｜※設問１で「③活動地域への愛着がある」「④活動地域を

より良くしたい」を選んだ方
活動地域に対してそう思うようになった原因（複数選択）

n=263 n=167 21


